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第１　乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）について 

 

１　目的 

国が示す保育政策の新たな方向性のひとつである全てのこどもの育ちと子育て家庭を支

援する取組の推進として、全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備す

るとともに、全ての子育て家庭に対して、多様な働き方やライフスタイルにかかわらない形

での支援を強化するため、月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位

等で柔軟に利用できるこども誰でも通園制度の実施事業者を募集する。 

 

２　事業内容 

（１）開始日 

　　　令和８年４月１日 

（２）対象施設・対象事業所 

　　　保育所、認定こども園、小規模保育事業及び家庭的保育事業（以下「保育所等」とい

う。）、地域子育て支援拠点事業、企業主導型保育事業、認可外保育施設（「認可外保育

施設指導監督基準」を満たさない施設を除く。）、児童発達支援センター等であって、 

　　「神栖市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準」に定める基準を満たし、適 

切な事業の実施が可能と判断できる施設 

（３）主な業務内容 

　　　①こども誰でも通園制度総合支援システムを用いた利用調整 

・別添１「こども誰でも通園制度総合支援システム管理者用マニュアル（事業者向 

け）」 

・別添２「こども誰でも通園制度総合支援システム利用マニュアル（事業者向け）」 

　　　②利用児童の受け入れ（詳細は「３ 提供内容」を参照） 

　　　③利用するこどもの行動履歴の確認及び利用後の入力 

　　　④利用実績の登録及び利用料の徴収 

　　　⑤乳児等支援給付費の請求 

（４）実施類型及び実施方法、設備基準、職員基準、定員 

　　　別表１のとおりとする。 

※一般型乳児等通園支援事業（独立施設）については、令和８年度の事業開始後、市

が詳細なニーズを把握した上で、検討する。 

※独立施設・・・本事業を実施するための専用の建物 

（５）利用料 

　　　利用料は、こども１人につき１時間あたり３００円を基本とし、実施事業者が設定し 

　　た額を利用者から直接徴収する。ただし、減免区分に該当する世帯においては、２（６） 

のとおりとする。 
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　なお、利用料に加え、給食費やおやつ代、その他実費徴収を要する費用を徴収する場

合は、実施事業者において初回面談時に保護者に説明の上、書面にて同意を得る形式と

する。 

（６）利用料の減免 

　　　利用料の減免については下表のとおりとする。　　　　【利用料が３００円の場合】 

（７）キャンセルポリシー 

　　　神栖市が定めるキャンセルポリシーを遵守し、適切に対応することとする。なお、実

施事業者において初回面談時に保護者に説明の上、書面において同意を得る形式とす

る。キャンセルポリシーは、別途お示しする。 

 

３　提供内容 

 区分 こども 1人につき１時間あたり

 生活保護世帯 ０円（全額免除）

 市民税非課税世帯 ６０円（８割減免）

 市民税所得割合算額が７７，１０１円未満の世帯 ９０円（７割減免）

 要支援・要保護のこどもがいる世帯 １５０円（５割減免）

 項目 内容

 利用対象 本市に住所を有し、保育所等、幼稚園及び企業主導型保育事業所に通っ

ていない０歳６か月から満３歳未満（３歳の誕生日の前々日まで）のこ

ども（利用日時点を基準とする）

 利用可能枠 こども 1 人につき月１０時間まで 

（前月の未利用分について翌月への繰り越しは不可。）

 開所日 月曜日から金曜日のうち１日以上

 時間枠 ・午前又は午後で区切る（２～４時間） 

・保護者の自由選択（開所時間内等） 

上記は設定の一例であり、施設の状況に応じ、自由な設定が可能。

 利用方法 ・定期利用：利用施設、月、曜日、時間帯等を固定した利用方法 

・柔軟利用：利用施設、月、曜日、時間帯等を固定しない利用方法 

柔軟利用は、利用施設が変更するごとに事前面談が必要。

 食事の提供 ・提供する（自園調理、外部搬入（※１）、弁当持参） 

・提供しない 

施設の状況に応じ、自由な設定が可能。

 親子通園 慣れるまで時間がかかる等こどもへの対応として、親子通園の実施を

可能とする。ただし、親子通園を利用の条件にしてはならない。

 特別な支援 本制度は、全てのこどもの育ちを支援することを目的としている。この

ため、障害の有無等に限らず、提供体制の整備が求められる。事前面談
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（※１）実施事業所に外部搬入を行うことができる者の要件 

　・実施事業所と一体的に運営されている保育所や認定こども園等 

・実施事業者と同一の法人又は関連法人が運営する小規模保育事業所若しくは事業所 

内保育事業、社会福祉施設、医療機関等 

ただし、神栖市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例第１６ 

条の規定により、食事の提供を行う場合（施設外で調理し運搬する方法により行う場合を

含む。）においては、当該施設において行うことが必要な調理のための加熱、保存等の調

理機能を有する設備を備えなければならないこととする。 

 

４　単価及び加算 

　　こども１人につき１時間あたりの単価及び加算は令和７年度事業の単価で下表の 

とおりである。令和８年度における乳児等支援給付費については、現時点で国から正式に

示されていないため、今後変更の可能性がある。 

（１）単価 

（２）加算 

 

５　こども誰でも通園制度総合支援システム 

　・こども家庭庁が運用するこども誰でも通園制度総合支援システムを活用すること。 

・こども誰でも通園制度総合支援システムのマニュアル等を参照すること。 

　・インターネット環境が整備されていること。また、管理者と担当者でそれぞれアカウン 

トを発行するため、２つ以上のメールアドレスを備えていること。 

 

６　留意事項 

（１）非常災害対策 

　　①非常災害計画 

　　　非常災害に対する具体的な計画を立て、これに対する不断の注意と訓練をするよう 

に務めること。 

 による十分な聞き取りをすること。

 年齢 単価

 ０歳児 １，３００円

 １歳児 １，１００円

 ２歳児 ９００円

 項目 加算

 障害児 ４００円

 医療的ケア児 ２，４００円

 要支援家庭のこども ４００円
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　　②避難訓練実施計画 

　　　少なくとも毎月１回避難及び消火に関する訓練を実施できるように実施計画を立て、 

避難訓練録に記録すること。 

既に非常災害計画や避難訓練実施計画を定めている施設は、乳児等通園支援事業の 

　　実施に伴い必要となる内容を追記すること。 

（２）安全管理 

①安全計画 

利用乳幼児の安全の確保を図るため、設備の安全点検、事業所外での活動、取組等を 

　　含めた日常生活における安全に関する事項についての計画を作成すること。 

また、職員に対し、安全計画を周知するとともに、研修及び訓練を定期的に実施する 

こと。保護者への安全計画に基づく取組の内容等を周知し、定期的に安全計画の見直し 

を図ること。 

なお、安全計画の作成等においては、「保育所等における安全計画の策定に関する留 

意事項等について（令和４年１２月１５日付厚生労働省子ども家庭局保育課事務連絡）」 

を参照すること。既に安全計画を定めている施設は、乳児等通園支援事業の実施に伴い 

必要となる内容を追記すること。 

②事故防止及び報告 

　　　事故の発生を防止するための取組として、「教育・保育施設における重大事故防止及 
び発生時の対応ガイドライン（平成２８年３月）」を参照し、職員間で共有すること。  

    万が一、事故が発生した場合は、利用児童の処置を最優先とし、速やかに神栖市に報 
告すること。また賠償責任保険に加入すること。特に睡眠中（乳幼児突然死症候群）や 
プール活動中、水遊び中、食事中（誤嚥やアレルギー）の事故には十分に注意すること。 

（３）苦情対応 

保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するため、苦情を受け付けるための窓口 

を設置する等の必要な措置を講じること。 

（４）児童の受け入れ 

事業者は、利用可能枠の範囲において利用の申し込みがあった場合、利用児童の受 

け入れをしなければならない。ただし、職員配置や事業者の機能等の正当な理由により

受け入れが困難な場合には、その具体的な理由とともに神栖市に報告すること。 

（５）協議事項 

本募集要項に記載した内容以外についても当市の指導や助言に対し、迅速かつ誠意　　 

　　をもって対応すること。 

（６）今後の動向 

　　　本事業について、現時点で決定していない給付費や今後、変更の可能性もある利用 

料、単価及び加算額等において、国が示す内容により変更が生じた場合は、適 

宜対応すること。 
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第２　公募について 

 

１　応募資格 

　次の要件をすべて満たすこと。 

（１）神栖市内に所在する第１の２（２）の施設であること。 

（２）神栖市の教育・保育行政を理解し、連携を図れること。また、事業実施にあたり健全

な運営が可能であり、国税や地方税において滞納がないこと。 
（３）児童福祉法第３４条の１５第３項第１号から第３号に該当する者であること。 
（４）児童福祉法第３４条の１５第４号のいずれにも該当しない者であること。 
（５）役員等が、暴力団による不当な行為の防止に関する法律（平成３年法律第７７号）第 

２条第２号に規定する暴力団、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。

以下同じ。）との関係を有している者でないこと。 
（６）その他、事業実施にあたり関連する法律において適正が認められないものでないこと。 

  

２　スケジュール 

 

３　質疑 

　　質疑は、質疑書（様式４）により、「２ スケジュール」に記載のある期日までにメール

又は郵送（当日消印有効）で提出し、電話連絡すること。 

 

４　質疑回答 

質疑回答は、「２ スケジュール」に記載のある期日までに市のホームページに掲載する

ため、確認すること。 

 期日・期間 項目

 令和７年１０月　７日（火） 公募開始（質疑開始）

 　　　　１０月２１日（火） 質疑締め切り

 　　　　１０月２４日（金） 質疑回答

 　　　　１０月２８日（火） 公募締め切り

 　　　　１１月中旬頃 申込書類の審査及び選定、選定結果の通知

 　　　　１２月上旬頃 認可申請の手続き

 令和８年１月中旬頃 神栖市子ども・子育て会議への意見聴取

 　　　　２月中旬頃 認可の通知

 　　　　２月下旬頃 こども誰でも通園制度総合支援システム事業者登録

 　　　　３月下旬頃 確認申請の手続き及び確認の通知

 令和８年４月１日 事業開始
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５　提出書類及び部数 

【共通】 

（１）神栖市乳児等通園支援事業申込書（様式１） 

（２）神栖市乳児等通園支援事業計画書（様式２） 

（３）神栖市乳児等通園支援事業収支予算書（様式３） 

（４）建物の配置図、平面図（各室の有効面積が記載されているもの） 

※（１）、（２）、（３）は指定の様式で提出すること。 

※（１）から（４）までを各１部提出すること。 

【その他】 

　・質疑書（様式４） 

　・神栖市乳児等通園支援事業辞退届（様式５） 

　 

６　募集期間 

　　令和７年１０月７日（火）から令和７年１０月２８日（火） 

 

７　提出方法 

　　※電子及び書面のどちらも提出すること。なお、電子はＰＤＦとする。 

　　※電話受付時間は、平日の午前８時３０分から午後５時までとする。 

 

８　事業者の選定方法 

（１）選定数 

　　選定数は設定しない。ただし、神栖市子ども・子育て支援事業計画（第３期）における

乳児等通園支援事業の確保量（利用定員数）を超える申し込みがあった場合、選考を行う

ことがある。 

（２）選定結果の通知 

　　事業者の選定結果は、全応募者に対し、文書で通知する。なお、選定結果に関する質疑 

については、一切回答しないものとする。 

 

９　認可申請の手続き 

　選定された事業者においては、本市の指示のもと、速やかに認可申請の手続きを進める

ものとする。なお、認可の可否については、神栖市子ども・子育て会議の審議の上、決定

する。 

 方法 送信又は提出先 部数 備考

 電子 kosodate@city.kamisu.ibaraki.jp １式 送信後、事務局 TEL まで要電話連絡

 書面 事務局所在地 １部 －
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１０　確認申請の手続き 

　　本事業は、令和８年度から新たに給付化されることに伴い、選定された事業者において

は、本市の指示のもと、確認申請の手続きを進めるものとする。 

 

１１　留意事項 

・応募に係る一切の費用については、すべて事業者負担とする。 

・提出書類は、「５ 提出書類及び部数」で示す番号順にインデックスを付し、原則、片面

印刷、Ａ４版でファイリングをした上で提出すること。なお、提出書類は返却しないも

のとする。 

・提出書類に不足がある場合は受付しないため、公募締め切り日までに余裕を持って提出 

　すること。 

・本事業の全部を第３者に委託することは禁止とする。 

・本募集要領に定めのない事項に疑義が生じた場合、当市と協議をし、決定する。 

・神栖市乳児等通園支援事業申込書の提出後に辞退する場合は辞退届（様式５）を提出す 

るものとする。 

・本要領は、今後の国の動向により変更となる場合があるものとする。 

 

１２　事務局 

　神栖市福祉部福祉事務所こども局こども政策課　こども誰でも通園制度担当 

　郵便番号　３１４－０１２１ 

　所在地　　茨城県神栖市溝口１７４６番地１（保健・福祉会館別館２階） 

　ＴＥＬ　　０２９９－９０－１２０６ 

　ＦＡＸ　　０２９９－７７－５８４４ 

　Ｅmail  　kosodate@city.kamisu.ibaraki.jp


